
今後の社会人受入れの規模の
在り方について

資料１－３



大学

56.8%大学院

20.9%

短期大学 3.1% 専修学校

19.2%

509,900 
619,236 649,027 

750,196 790,510 
893,439 

1,063,074 1,043,198 1,105,982 1,183,006 
1,319,092 1,404,531 1,387,292

0
200,000
400,000
600,000
800,000

1,000,000
1,200,000
1,400,000
1,600,000

平成4年度 平成6年度 平成8年度 平成10年度 平成12年度 平成14年度 平成16年度 平成18年度 平成20年度 平成22年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

出典：文部科学省「平成27年度開かれた大学づくりに関する調査研究」（平成28年3月）
（人）

大学・専門学校等における社会人受講者数

61.7%
38.3%

正規課程

短期
プログラム

約49万人（2015年）

大学公開講座の受講者数

※大学公開講座は除く

約139万人
（2014年）

1

通学or通信
（専修学校除く）

通学
37.3%

通信
62.7%プログラム別（通信・専修学校除く）

履修証明制度

13.3%

科目等履修

61.5%

聴講生

25.2%

正規課程短期プログラム
内訳

学校種別

大学・大学院

42.2%

短期大学 0.9%

専修学校

56.8%

学校種別

○ 社会人学習者は、大学学部（通信制）、大学院、専修学校で学んでいる層が多い。
○ 大学等の正規課程への入学者数は、ここ数年、横ばい傾向だが、単発・短期が多い公開講座の受講者数は、
伸びている。

日本の社会人学習者数の現状について



○大学、短期大学、大学院の修士課程（通学）は、いずれも社会人受講者の割合が10％未満であるものの、博士課程及び

専門職学位課程（通学）では社会人受講者の割合が約5割に及んでいる。

○大学、短期大学、大学院とも、通学に比べ通信は圧倒的に社会人受講者の割合が高い。

大学・専修学校の正規課程における社会人受講者数

※ 大学、短期大学及び大学院（通学）の在学者数並びに大学、短期大学及び大学院（通信）在学者数及び社会人（２５歳または３０歳以上の者）数の出典：平成２９年度学校基本統計（速報値）
※ 大学、短期大学及び大学院（通学）の社会人（２５歳以上または３０歳以上の者）数は推計値（平成２９年度学校基本統計（速報値）をもとに、各入学者（通学）のうち２５歳または３０歳以上の者

の割合を各在学者数（通学）に乗じて算出）
※ 専修学校の在学者数の出典：平成２９年度学校基本統計
※ 専修学校の社会人（就業者）数の出典：平成２７年度私立高等学校等実態調査
※ 専修学校の在学者のうち「就業者」とは、職に就いている者、すなわち、給料、賃金、報酬、その他の経常的な収入を目的とする仕事に就いている者をいう。ただし、企業等を退職

した者、及び主婦なども含む。

大学・専修学校の正規課程における社会人受講者数

社会人の割合
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※ 出典：学校基本統計
※ 「就業している者」とは、会社、工場、商店、官公庁等の事業所に勤務し、給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就いている者をいう。

自家業・自営業を営んでいる者を含み、家事手伝い、臨時的な仕事に就いている者は含まない。

大学・専修学校の社会人入学者数の推移

大学、大学院、短期大学の正規課程への社会人入学者数は、ここ数年、微増・微減があり、横ばい傾向である。
専修学校の正規課程への社会人入学者数は、減少傾向である。

大 学 大 学 院

短 期 大 学
専 修 学 校

博士・修士・専門職学位課程への社会人入学者数（推計）は、平成２０年度の約１．９万人をピーク
に微減し、平成２９年度は約１．７万人。

短期大学士課程への社会人入学者数は平成２２年度の約３，５００人をピークに、平成２６年度は約
２，６００人まで減少。平成２９年度は約２，９００人。

大学の学士課程への社会人入学者数（推計）は、平成１３年度の約１．８万人をピークに、平成２
０年度の約１．０万人まで減少。その後増減し、平成２９年度は約１．５万人。

※平成26年度までは、通学の社会人入学者は、「国公私立大学入学者選抜実施状況」の「社会人特別入学者選抜による入学者数」を引用。通信、放送大学は「学
校基本統計」をもとに推計。なお、通信の「社会人」は、職に就いている者（経常的な収入を得る仕事に現に就いている者）、経常的な仕事を得る仕事から既に退
職した者、主婦・主夫を指す。

※平成27年度以降は、「学校基本統計」をもとに、「社会人」を25歳以上として一部推計。
出典 ： 文部科学省 「学校基本統計」等を基に作成

専修学校への入学者のうち就業している者の数は平成１７年度をピークに減少し、
平成２７年度の入学者のうち就業している者は、約１万５千人。
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※平成26年度までは、通学の社会人入学者は、「国公私立大学入学者選抜実施状況」の「社会人特別入学者選抜による入学者数」を引用、通信、放送大学は「学
校基本統計」をもとに推計。なお、通信の「社会人」は、職に就いている者（経常的な収入を得る仕事に現に就いている者）、経常的な仕事を得る仕事から既に退
職した者、主婦・主夫を指す。

※平成27年度以降は、「学校基本統計」をもとに、「社会人」を25歳以上として一部推計。

出典 ： 文部科学省 「学校基本統計」等を基に作成

※平成26年度までは、通信、放送大学は「学校基本統計」をもとに推計。なお、通信の「社会人」は、職に就いている者（経常的な収入を得る仕事に現に就いてい
る者）、経常的な仕事を得る仕事から既に退職した者、主婦・主夫を指す。

※平成27年度以降は、「学校基本統計」をもとに、「社会人」を30歳以上として一部推計。
出典 ： 文部科学省 「学校基本統計」等を基に作成
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%

②２５歳以上の「学士」課程への入学者の割合

③３０歳以上の「修士」課程への入学者の割合 ④３０歳以上の「博士」課程への入学者の割合

日本の短期高等教育機関、「学士」課程及び「修士」課程における２５（３０）歳以上入学者の割合は、低いものにとどまっている。（2015年）

高等教育機関における２５（３０）歳以上入学者割合の国際比較

% ①２５歳以上の短期高等教育機関への入学者の割合

出典：OECD Education at a  Glance  (2017）（諸外国）及び 「平成２７年度学校基本調査」（日本）。
日本以外の諸外国の数値については、高等教育段階別の初回入学者の割合。
日本の数値については、それぞれ①短期大学、②学士課程、③修士課程及び専門職学位課程、④博士課程として算出（留学生を含む）。

OECD平均

%

OECD平均

OECD平均 OECD平均

%

（2015年）

（2015年） （2015年）

（2015年）
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より長いスパンで個々人の人生の再設計が可能となる社会を実現するため、何歳になっても学び直し、職場復帰、転職が可能となる
リカレント教育を抜本的に拡充する。

第２章 力強い経済成長の実現に向けた重点的な取組
１．人づくり革命の実現と拡大
（１）人材への投資

リカレント教育

経済財政運営と改革の基本方針2018
~少子高齢化の克服による持続的な成長経路の実現~

専門実践教育訓練給付（７割助成）について、第４次産業革命スキル習得講座の拡充や専門職大学課程の追加など、対象講座を
大幅に拡大する。

また、一般教育訓練給付については、対象を拡大するとともに、ＩＴスキルなどキャリアアップ効果の高い講座を対象に、給付率を
２割から４割へ倍増する。特に、文部科学大臣が認定した講座については、社会人が通いやすいように講座の最低時間を120 時間
から60 時間に緩和する。あわせて、受講者の大幅な増加のための対策を検討する。

様々な学校で得た単位を積み上げて卒業資格として認める仕組み（単位累積加算制度）の活用を積極的に進める。

１．教育訓練給付の拡充

新規かつ実践的で雇用対策として効果的で必要性の高いリカレント教育のプログラムの開発を集中的に支援する。

○ 先行分野におけるプログラム開発 ○ 技術者のリカレント教育
○ 在職者向け教育訓練の拡充 ○ 実務家教員育成のための研修
○ 生産性向上のためのコンサルタント人材の養成 ○ 長期の教育訓練休暇におけるリカレント教育に対する助成

２．産学連携によるリカレント教育

リカレント教育関係箇所抜粋

（平成30年6月15日閣議決定）

内閣府、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省が連携して、中途採用に積極的な上場企業を集めた
協議会を設置し、中途採用を拡大する。

なお、「年齢にかかわりない多様な選考・採用機会拡大のための指針」を活用し、中途採用の促進に向けた経済界の気運を醸成
する。

３．企業における中途採用の拡大
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リカレント教育・社会人の学び直しに対する産業界の取り組みや期待①

6
「高等教育に関するアンケート」（2018年4月17日 一般社団法人日本経済団体連合会）



リカレント教育・社会人の学び直しに対する産業界の取り組みや期待②

7
「高等教育に関するアンケート」（2018年4月17日 一般社団法人日本経済団体連合会）



（文部科学省調べ）

夜間開講制 社会人の通学上の利便のため夜間に授業を行う制度

【平成28年度】 大 学：42校，大学院：329校

専門学校：夜間等612学科

通信制 通信教育を行う大学学部、短期大学、大学院修士・博士課程
及び専門学校

【平成29年度】

大学学部：44校 208,322人、うち放送大学学部 83,519人

大学院：27校、 8,578人 大学院(修士課程のみ)：7,415人

短期大学：22,506人 専門学校：1,221人

長期履修
学生制度

学生が職業を有しているなどの事情により、修業年限を超え
て一定の期間にわたり計画的に履修し、学位を取得すること
ができる制度

【平成26年度】

大 学：350校、4,350人（学部916人、大学院：3,434人）

大学院にお
ける短期在
学コース・長
期在学コース

大学院の年限を短期又は長期に弾力化したコース

但し、短期在学コース制度は修士・専門職学位課程のみ

【平成26年度】

短期在学コース ： 61校、長期在学コース ：162校

専門職大学院 高度専門職業人養成に特化した実践的教育を行う大学
院

【平成29年度】122校173 専攻

うち法科大学院43校43専攻、教職大学院53校53専攻

履修証明制度 社会人を対象に体系的な教育プログラム（120時間以上）

を編成し、その修了者に対し、大学・専修学校等が履修
証明書を交付できる制度

【平成26年度】（放送大学を除く）

大学：94校 受講者数：4,365人

証明書交付者数：2,836人

【平成26年度】

専門学校：77校 証明書交付者数：2,435人

科目等履修生
制度

大学等の正規の授業科目のうち、必要な一部分のみに
ついてパートタイムで履修し､正規の単位を修得できる制
度

【平成26年度】（放送大学を除く）

大 学：732校、履修生：30,607人

【平成27年度】

専門学校：138校、8,479人

大学公開講座 大学等における教育・研究の成果を直接社会に開放し、
地域住民等に高度な学習機会を提供する講座

【平成26年度】

開設大学数：968大学等

開設講座数：40,005講座

受講者数：1,728,387人

大学等における社会人受入れの推進に関する教育関係の仕組み

サテライト
教室

大学学部・大学院の授業をキャンパス以外の通学の便の良
い場所で実施する取組

【平成26年度 サテライト教室の設置割合】

大学：16.5%、短大：4.9%

授業時間・修業年限等の配慮

学習場所の配慮

多様な教育プログラムの開設

社会人特別
入学者選抜

社会人を対象に、小論文や面接等を中心に行う入学者選抜

【平成29年度】 大 学：549校 入学者： 989

入学者選抜の工夫
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放送大学について
１ 設立の趣旨・目的

テレビ・ラジオ放送による大学教育の実施
① 生涯学習機関として、広く社会人等に大学教

育の機会を提供
② 高等学校卒業者等に対し、柔軟かつ流動的な

大学進学の機会を提供
③ 既存大学との連携協力等による我が国の大学

教育の改善への貢献

２ 経 緯

昭和56年７月 放送大学学園設立
昭和58年４月 放送大学設置
昭和60年４月 放送大学学生受入れ開始
平成10年１月 CS放送による全国放送開始
平成14年４月 大学院学生受入開始

平成23年10月 BSデジタル放送の開始
平成26年４月 大学院後期博士課程設置

（26年度10月学生受入れ開始）
平成27年４月 オンライン授業開講

３ 教育システム

○ 放送授業はＢＳデジタル放送、ケーブルテレビ局による放送、地上波放
送などを通して、全国の学生まで届けられる。また、平成27年度よりイ
ンターネット上で学習を行うオンライン授業を開講。

※地上波放送（関東地域のみ）は平成30年9月末で終了予定。

○ 放送授業の補完として、インターネット配信を実施。スマートフォン・
タブレット端末等でも視聴可能。

○ 学生は、放送の視聴と印刷教材による学習を併せて行い、通信指導によ
る添削を経て、全国各地の学習センターで単位認定試験を受験する。ま
た、学習センターでは面接授業（スクーリング）も行っている。

○ 各大学等と単位互換・連携協力を行い、大学等の教育内容の充実に資して
いる。

４ 学部・大学院（平成30年度）

コース名

生活と福祉

心理と教育

社会と産業

人間と文化

情報

自然と環境

　※開設科目数：放送授業 ２８８科目　オンライン授業　１８科目

教
養
学
科

教
養
学
部

プログラム名
（修士課程）

プログラム名
（博士後期課程）

生活健康科学 生活健康科学

人間発達科学 人間科学

臨床心理学 社会経営科学

社会経営科学 人文学

人文学 自然科学

情報学

自然環境科学

※開設科目数：放送授業　５９科目　オンライン授業２０科目

文
化
科
学
専
攻

文
化
科
学
研
究
科

大
　
学
　
院

５ 学生納付金（平成30年度）

＜教養学部＞ （円）

入学料 授業料（１単位）

全科履修生 24,000

選科履修生 9,000 5,500

科目履修生 7,000

14,748 ( 14,435 )

7,784 ( 7,725 )

運 営 費 補 助 金 7,643 ( 7,425 )

施設整備費補助金 142 ( 300 )

6,333 ( 6,332 )

630 ( 378 )

（注）四捨五入の関係から合計と一致しない場合がある。

　 
45.7% ( 45.9% )

（単位：百万円）

予 算 総 額

（参考）自己収入比率

そ の 他

授 業 料 等 収 入

国 庫 補 助 金

30年度予算額
(前年度予算額)

６ 予算額

放送大学について
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放送大学

７ 学生の種類と在学者数等

＜教養学部＞ （人） ＜大学院文化科学研究科＞ （人）

卒業を目的とする学生 修了を目的とする学生

1年間特定の科目を履修する学生 17,846 17,695 1年間特定の科目を履修する学生

1学期間特定の科目を履修する学生 7,158 7,118 1学期間特定の科目を履修する学生

単位互換協定を結んだ大学等の学生 3,410 3,385 単位互換協定を結んだ大学等の学生

修了を目的とする学生

○これまでの累積卒業者数は96,631人

○これまでの累積修了者数は修士課程5,221人、博士後期課程4人

1,098 1,076

特別聴講学生

科目履修生

3,548 3,600修士選科生

目　　　　　　　　　的

在学者数小計

0特別聴講学生 1

5,387

修士科目生

博士全科生 37 42

636

在 学 者 数

平成28年度 平成29年度

5,320

在 学 者 数

平成28年度 平成29年度
目　　　　　　　　　的

669

修士全科生57,671 57,222全科履修生

在学者数小計

28,414 28,198

選科履修生

85,42086,085

（平成29年度 在学者数合計90,807人）

※数値は29.11.1時点。

【在学者の性別・年齢・職業別比率】

８ 学生の属性等

○ 学生の入学動機は、学位取得のほか、学び直しや資格取得（教員免許、学芸員、図書館司書、看護師資格等）など様々であり、社会人等の多様
な学習ニーズに対応している。

○ 身体に障害を有する方も約700名在籍し、様々な科目を学んでいる。

1 0 代

3 ％ 2 0 代

1 2 ％

3 0 代

1 6 ％

4 0 代

2 3 ％

5 0 代

2 0 ％

7 0 代 以 上

9 ％

6 0 代

1 7 ％

会 社 員 等

2 8 ％

教 員

8 ％

そ の 他

有 職 者 1 6 ％

そ の 他

2 7 ％

看 護 師 等

1 4 ％

他 大 学 等 の 学 生

7 ％

在学者の職業在学者の年齢

数 値 は 平 成 2 9 年 度 第 2 学 期 時 点
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M Massive 大規模（数万人の受講）

O Open 公開（原則、学習者は無料）

O Online オンライン（インターネット）

C Course 講座（教材配信でなく授業、
指導や修了証つき）

MOOCとは？

※ 放送大学 山田恒夫教授「オープンエデュケーション論」資料より抜粋

インターネット等を通じ、誰もが無償（または安価）で受講できる講義のこと。

大人数（数千～数万名）の受講者を対象としており、受講者は講義ビデオやオンラインテス
トなどを使って学習を進める。

通常、数週間～数か月の受講期間が設けられており、受講期間終了後には成績が提示さ
れ、合格者には証明書が発行されることもある。
例えば、edX、Coursera、JMOOC等のプラットフォームが存在する。
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世界のMOOC事業者

1.Coursera – 30 million
2.edX – 15 million
3.XuetangX – 12 million
4.FutureLearn – 8 million
5.Udacity – 5 million
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世界のMOOC
名称 学習者数 参加機関数 コース数

Coursera(米） 3000万人+ 150以上 2000以上

edX（米） 1500万人+ 109 1500以上

FutureLearn（英） 803万人+ 144 402

FUN（仏） 290万人+ 93 279

miriadaX（西） 300万人+ 100以上 600以上

MexicoX（墨） 108万人+ 47 186

学堂X（中） 1200万人＋ 69 1119

K-MOOC(韓） 44.5万人＋ 70 324

JMOOC（日） 80万人 * 49 198

その他：ドイツ、オーストラリア、タイ、インド、フィリピン、インドネシア、マレーシアなど
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